




















【区分】　　レベル１－レベル２ 技術詳細説明資料 様式３

技術の名称 PP工法(PAE系ポリマーセメントモルタルマグネタイト・ピアー補強工法)

開発会社名 前田工繊株式会社

ＮＥＴＩＳ登録番号 ■登録済み：登録番号【KT-980187-Ｖ 　　　　　　】　　　　　□未登録

申請先の地方整備局 関東地方整備局　関東技術事務所

分類 〔レベル１：道路維持修繕工〕、〔レベル２：橋梁補修補強工〕、〔レベル３：その他〕、〔レベル４：　　　〕

使用可能な工事の種類 ・既設RC橋脚の耐震補強工事(道路橋、水管橋、鉄道橋、歩道橋など)　・既設RC門柱の耐震補強工事(樋門など)

技術名称 RC巻立て工法

選定理由 本工法は、既設RC橋脚の耐震補強工法としての実績が多いため。

その他

備考

中 小 従来技術のコスト 申請技術のコスト 従来技術との比較＜結果＞

イニシャルコスト 単位当たり施工単価： 1,355,558.26円/100㎡ 5,164,629円/100㎡ 281%　低下

対象外 ― ― ―

― ― ―

その他 ― ― ―

トータルコスト
上記を単位当りに換算した合計
値

1,355,558.26円/100㎡ 5,164,629円/100㎡ 281%　低下

備考

中 小 ①現行基準値等
②申請技術について実証により
確認した数値等

③従来技術との比較＜結果＞

構造

施工段階 作業員に対する事故等の発生 「土木工事安全施工技術指針」
第1章総則，第2章安全処置一般

による
事故発生の報告無し ―

※仮設工については施工段階の
安全性は含まない。

第三者に対する事故等の発生 「土木工事安全施工技術指針」
第1章総則，第2章安全処置一般

による
事故発生の報告無し ―

物性 既存構造物との一体性

付着強度 1.5N/mm2以上
試験実測値

付着強度　平均 2.5N/mm2
同等である

形状 破壊時の性状

曲げ破壊型

曲げ降伏後に圧縮側で軸方向
鉄筋の座屈を生じ、耐力の低下
を抑える曲げ破壊型の性状を示

した

同等以上である

能力 中性化速度係数

0.4mm/√年以下
試験実測値

中性化速度係数　0.27mm/√
年

―

材料 圧縮強度

30.0N/mm2以上
試験実測値

圧縮強度　47.3N/mm2
同等である

曲げ強度

6.0N/mm2以上
試験実測値

曲げ強度　9.7N/mm2
同等である

付着強度

付着強度 1.5N/mm2以上
試験実測値

付着強度　平均 2.5N/mm2
同等である

施工 Ｊロート値（タイプⅠ）

3～7秒 3～7秒 ―

フロー値（タイプⅡ）

120～160mm 120～160mm ―

完成物 厚さ（社内規定）
厚さは、「1mm+主筋呼び径+帯筋
呼び径+17mm」とする。主筋
D16、帯筋D13の場合は、47mm

であること

厚さは、「1mm+主筋呼び径+帯
筋呼び径+17mm」とする。主筋
D16、帯筋D13の場合は、47mm

であることを確認した

従来技術が250mmであるのに対し当
該技術は47mmとなり薄くなるので向

上

品質・出来形

※労働安全衛生法上の安全
性等は含まない。

耐久性

評価項目 申請者記入欄

大

安全性 技術の成立性
道路橋示方書同解説Ⅳ下部構
造編．同解説Ⅴ耐震設計編(H24
年3月 社団法人日本道路協会)

に準じる

基準に従い設計・施工されるた
め問題ない

河積阻害および建築限界などへの影
響が少ない

　 比較対象とする従来
技術

評価項目 申請者記入欄

大

経済性

ランニングコスト



合理化 工程

―
18日/100㎡

（増厚厚さ 47㎜の場合） 29日/100m2　37.93%短縮

現場条件 作業占有空間 既設橋脚面に対し（作業空間300
㎜＋足場幅の4周）×施工範囲

高さ

既設橋脚面に対し（作業空間
300㎜＋足場幅の4周）×施工

範囲高さ
従来技術に比べて少ない

適用範囲 河積阻害率

補強後の河積阻害率は5％以下

当該技術は1㎜＋主筋呼び径
＋帯筋呼び径＋17㎜の厚さと
なるため基準値の制約を受けに

くい

従来技術に比べて少ない

自然条件 天候と現場内の気温

雨天対策と気温5℃以上 気温5℃以上 ―

施工管理 厚さ

各面に1箇所以上測定する
（100㎡に1箇所以上）

47mm
(主筋D16・帯筋D13の場合)

―

難易度 作業員の熟練度
―

吹付け工および左官工の熟練
が必要

―

社会環境 騒音・振動
騒音・振動の発生をできる限り防

止すること
騒音・振動に関する問題発生の

実績件数は0件

同等
大型建設機械を使用しないが，騒音・

振動が発生するため

作業員環境 粉塵・リバウンド対策
施工時，粉塵およびリバウンド材
等により作業員の健康に対する

悪影響がないこと

施工時，粉塵およびリバウンド
材等により作業員の健康に対
する悪影響がないことを確認し

た

低下
吹付施工の場合、粉塵やリバウンド

が発生するため

独自基準等の有無 技術指針、設計基準等 有（協会基準）

積算基準等 有（自社歩掛）

施工管理基準等 有（協会基準）

その他

周辺環境への影響

その他

施工性
























